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１ 「見える化」分析の要旨 ２ 今後の改革の進め方 

■都営住宅は、公営住宅法や東京都営住宅条例に基づき、市場において自力での住宅確保が困難な低所得者等に対して住宅を低廉な家賃で供給するセー
フティネットとしての役割を担っている。 

■一方で、昭和40年代に大量建設した団地が建替時期を迎えていることや、入居者の高齢化・世帯の単身化が進んでいることから、ストックの計画的な
維持更新や少子高齢化への更なる対応が必要となっている。 

現 状  

Ⅰ 多世代共生の推進   

・65歳以上の世帯 

 約66％（うち約５割が単身） 

・75歳以上の世帯 

 約40％（うち約５割が単身） 

・30～50歳代の居住者の減少 

Ⅱ 持続的な経営 

・S40年代以前建設の住戸 

 約10万戸 約４割 

・2DK・3DK 約９割 

・応募倍率：世帯向け      21.5倍 

      単身者向け   52.5倍 

      若年ﾌｧﾐﾘｰ向け1.9倍 

・退去世帯数 8,676世帯／年 

・家賃収入率：97.6％ 

・空き駐車場：15,016区画 

Ⅲ 災害対応力の強化 

・東日本大震災の被災者受入れ：約2,500名 

・熊本地震の被災者受入れ：47名 

・大規模水害時の緊急避難先として9区と 

 覚書締結 

・H32年度 耐震化率100％（目標） 

こ れ ま で の 取 組  

・若年ファミリー世帯の入居促進 

    収入基準緩和の対象を高校修了に拡大   

    毎月募集の開始（毎月50戸） 

・高齢者世帯への定期訪問（巡回管理人） 

・安否確認（24時間365日） 

・都による共益費徴収制度の創設 

・空き住戸のグループホーム等への活用 

・買物弱者の支援（移動販売） 

・生活支援の拠点の整備（長房地区等） 

 

・年間3,800戸の建替え 

・居住世帯人員数に応じた型別の住宅供給 

・建替えによる創出用地を活用したまちづくり 

 や福祉施設の整備 

 

・若年ファミリー世帯の入居促進 

    収入基準緩和の対象を高校修了に拡大   

    毎月募集の開始（毎月50戸） 

・滞納者に対する家賃納付指導 

・駐車場のコインパーキング利用 

 

課 題  

▶高齢化と単身化の進行 

・バランスのとれた多世代共生型の居住 

・福祉サービス・生活機能の強化 

▶減収傾向の家賃等 

▶建替事業の長期化 

・空き住戸の活用・縮減 

・効率的な建替えの推進 

・駐車場の活用推進 

▶迅速な対応能力の強化 

・都営住宅の応急修理 

・応急仮設住宅の建設 

・防災訓練の強化 

施 策 の 方 向 性  

【サービスの多様化】 

○高齢者を見守る環境の整備 

・福祉・生活支援の拠点の整備（民活） 

【ストック・人材有効活用】 

・募集方法等の工夫と改善 

・住戸の福祉機能等への転用 

・創出用地の活用推進 

・巡回管理人の機能強化 

【効率的な事業展開】 

○都による共益費徴収の推進 

【ストック・人材有効活用】 

・募集方法等の工夫と改善 

・単身者面積基準の弾力化 

【効率的な事業展開】 

○一部のS50年代建設住棟や小規模団地の建替え

による建替事業全体の効率化 

○折衝・工事監理の効率化 

・民活による駐車場活用 

【ストック・人材有効活用】 

○工事店との連携強化 

○空き住戸や敷地活用による応急仮設住宅の確保 

○実践的防災訓練の強化 

【効率的な事業展開】 

・外周道路の無電柱化 

「都営住宅建設・管理」報告書要旨 

・応急危険度判定（マンパワー不足） 

・都営住宅の修復、応急修理（〃） 

・応急仮設住宅の建設、募集、 

 入居手続 

・耐震化率93.2％（H29年度末） 
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 赤字は、新たな取組を含む項目 
 ○は、東京都住宅供給公社を活用する項目 



序章  公的賃貸住宅の概要 
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＊一般都営住宅、改良住宅、再開発住宅等を含み、閉鎖住宅を除く。 

資料：（民間借家、持ち家）住宅・土地統計調査（2013年）、（公共住宅等）都市整備局都営住宅経営部経営企画課調べ（2016年３月末時点） 

【所有者関係別住宅構成比】 【公共住宅等管理戸数一覧】 

・都内には、住宅が約610万戸あり、そのうち借家が約314万戸（住宅総数の約51.5％）を占める。 

・公共住宅等は約54万戸（住宅総数の約8.9％、借家総数の約17.2％ ）であり、そのうち都営住宅等が約26

万戸（住宅総数の約4.2％、公共住宅等総数の約47％ ）となっている。 

持ち家 

296万戸（48.5％） 

民間借家  

260万戸（42.6％） 

都営住宅等* 

 256,088戸（47.0％） 

公社一般賃貸住宅 

 63,622戸（11.7％） 

都市機構賃貸住宅 

167,280戸（30.7％） 

公共住宅等 

54万戸（8.9％） 
区市町村営住宅30,869戸（5.7％） 

都民住宅 26,462戸
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１ 都内の公的賃貸住宅ストックの状況 
序章 公的賃貸住宅の概要 

  



第一分位 第二分位 第三分位 第四分位 第五分位 

418万円未満 418～531万円 531～677万円 677～909万円 909万円以上 

資料：都市整備局都営住宅経営部経営企画課調べ 

（40%） 

月収     13.9万円  21.4万円 48.7万円 

（80%） （60%） 

31.3万円 

（20%） 

（注）月収（政令月収）とは、年間粗収入から、給与所得控除、配偶者控除、扶養親族控除を行ったうえで、月収換算したもの 

（25%）月収15.8万円 

（裁量階層） 

高齢者・障害者等 
収入超過者 

（原則階層） （裁量階層） 

(447万円) 

高額所得者   （原則階層） 

【都営住宅】 

【都施行型都民住宅】 

（参考） 東京都住宅供給公社一般賃貸住宅 

機構（UR）賃貸住宅 

（～598万円） 

・各種住宅には、収入制限や世帯人員等の入居資格が定められている。 

・住宅種別ごとの収入による入居資格は、公営住宅については収入分位の下位25％（４人世帯で447万円）

まで、中堅層向けの都民住宅については25％～50％（４人世帯で447万～598万）が原則となっている

（原則階層）。 

・事業主体に認められた裁量で、原則階層よりも低い又は高い収入分位についても一部入居が認められる

（裁量階層）。 

・公営住宅では、入居後に収入が増えて一定の基準を超える場合には、収入額や超過期間に応じて、家賃の

割増や住戸の明渡しなどの各種対応を講じている。 
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５ 公的賃貸住宅の入居資格（収入区分） 
序章 公的賃貸住宅の概要 
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【ストック老朽化、空き住戸増加】 

○耐用年数超え住棟の発生 

○使用料収入の更なる減少 

【入居者の高齢化】 

○年齢階層の更なる偏在 

○福祉ニーズの大幅な増加 
多世代共生の推進 

７－３ 都営住宅をとりまく状況（取組の３つの視点） 

【大規模災害】 

○迅速な被災状況調査と応急修理 

○応急仮設住宅の確保 

持続的な経営 

災害対応力の強化 

〔将来の見通し〕 〔３つの視点〕 

〈多世代共生の推進〉長年にわたる都営住宅管理業務実績にもとづき福祉的サポートを実施 
〈持続的な経営〉    26万戸の住戸管理や営繕業務の実績にもとづき建替事業に対応 
〈災害対応力の強化〉東日本大震災等過去の大規模災害時における対応実績にもとづく住宅供給 

東京都住宅供給公社を活用 

序章 公的賃貸住宅の概要 
  



・都営住宅事業には、都市整備局（都営住宅経営部・東部住宅建設事務所・西部住宅建設事務所）と東京都住
宅供給公社あわせて1,087人の職員が従事している。 

・また、小口・緊急修繕を円滑に行う体制を築くために公社の指定工事店として408社の中小工務店が登録さ
れている。 

都市整備局 

1,161人 

その
他 

906
人 

都営住宅経
営部 

107人 

東部住宅建
設事務所 

93人 

西部住宅建
設事務所 

55人 

東京都住宅供給公社（JKK） 

1,412人 

都営住宅事業関係 

832人 

直接部門 

764人 

総務部 

68人 

その他 

（独自事業など） 

580人 

計1,087人（＝局255人＋公社832人） 協力店 408社 
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８ 都営住宅事業の実施体制 

役割分担 
 都市整備局：都営住宅の経営全般 
        （建設（建替え、耐震改修、まちづくり等）、管理（入居者の決定、使用料の決定・徴収、居住者の指導、財産管理等）、 

           区市町村協議など） 

 ＪＫＫ  ：上記のうち、入居者対応、建物管理等の住宅管理業務を受託 
 

序章 公的賃貸住宅の概要 
  

資料：都市整備局都営住宅経営部経営企画課調べ（2018年４月時点） 



第Ⅰ章  多世代共生の推進 
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１ 名義人の年齢層別の人数・構成比 

・都営住宅*の名義人が65歳以上の世帯は約66%（うち約５割が単身世帯）となっている。 
・75歳以上の世帯は約40％（うち約５割が単身世帯）である。 
・区部の方が多摩部に比べ名義人が65歳以上の世帯が多くなっている。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

多摩部

区 部

0.80%

1.00%

0.69%

3.87%

4.78%

3.33%

10.08%

12.40%

8.71%

11.58%

12.98%

10.76%

7.08%

7.20%

7.01%

26.82%

24.62%

28.12%

39.77%

37.03%

41.39%

～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～74歳 75歳～

～29 30-39 40-49 50-59 60-64 65-74 75～ 計

人数 956 4,630 12,121 14,972 9,751 39,137 57,607 139,174

構成比 0.69% 3.33% 8.71% 10.76% 7.01% 28.12% 41.39% ―

人数 821 3,931 10,197 10,674 5,918 20,249 30,458 82,248

構成比 1.00% 4.78% 12.40% 12.98% 7.20% 24.62% 37.03% ―

人数 1,777 8,561 22,318 25,646 15,669 59,386 88,065 221,422

構成比 0.80% 3.87% 10.08% 11.58% 7.08% 26.82% 39.77% ―

区　部

多摩部

全　　体

名義人の年齢階層
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資料：都市整備局都営住宅経営部経営企画課調べ（2017年３月末時点） *一般都営住宅のみ 

Ⅰ 多世代共生の推進 
  



・都営住宅の名義人が65歳以上の世帯（全世帯に占める割合）は、他都市と比較しても高水準であり、高齢
化が進んでいる。 

資料：都市整備局都営住宅経営部経営企画課調べ（2017年３月末時点） 9 

２ 高齢者世帯割合の他都市との比較 

東京 66.6% 
 65.6% 

 64.3% 
 62.7% 

東京 61.4% 

大阪府59.4% 57.8% 
56.0% 

54.0% 

大阪府52.0% 

広島 47.8% 

広島 45.7% 

福岡 45.4% 
 43.5% 

41.4% 

39.2% 

福岡, 37.3% 

札幌59.9% 

57.6% 

55.7% 

52.7% 札幌50.3% 

横浜 64.7% 

62.5% 
61.1% 

59.4% 
横浜 57.8% 

兵庫58.8% 

54.4% 
52.8% 

50.7% 

兵庫 48.4% 

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

2016年度末 2015年度末 2014年度末 2013年度末 2012年度末 

【名義人が65歳以上の世帯（全世帯に占める割合）】 
 

Ⅰ 多世代共生の推進 
  



５ 多世代共生の推進に向けた取組 

・都営住宅の名義人が65歳以上の世帯が約66%となるなど、高齢化が進行している。 

・若年ファミリー向住宅の応募倍率は10倍を超えていた時期もあったが、現在は２倍程度で推移している。 

340戸 440戸 
940戸 

1,240戸 
1,450戸 1,390戸 1,430戸 1,430戸 1,480戸 1,480戸 1,490戸 

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

若年ファミリー向（期限付き）住宅募集戸数の推移 

（年度） 

資料：都市整備局都営住宅経営部経営企画課調べ 

【高齢者世帯に対する取組】 

 ◆一般募集における倍率優遇（７倍）、単身入居可、収入基準の緩和等を実施してきた。 

 

【若年ファミリー世帯の入居促進のための取組】 

 ◆40歳未満の夫婦のみ及び夫婦と子供の世帯向けに10年の定期使用住宅を年間1,500戸募集 

  （2001.12～：募集総戸数13,750戸） 

 ◆収入基準を緩和する子育て世帯を未就学児童のいる世帯から高校修了期の子供のいる世帯に拡大（2017.11～） 

 ◆若年夫婦、子育て世帯向けに比較的応募倍率が低く、入居しやすい住戸を毎月募集（2018.1～：毎月50戸） 

  を実施してきた。 

・多摩地域において単身者が入居可能な住戸を確保するためには、単身者に使用許可する住宅面積を弾力的に
運用する必要がある。 

・若年ファミリー世帯向等の募集を拡大し、若年夫婦、子育て世帯の入居を促進する必要がある。 

・目的外使用を活用し、大学と連携した学生入居や福祉的ニーズへ対応していく必要がある。 
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Ⅰ 多世代共生の推進 
  



・都営住宅は世帯員全員が65歳以上の高齢者世帯が５割以上となるなど、高齢化が進んでおり、安心して安全な
生活ができるよう、巡回管理人による定期訪問の実施や安否確認の体制を整えている。 

11 

○巡回管理人による定期訪問： 
 ・65歳以上の高齢者だけで構成される世帯及び障害者の世帯のうち訪問を希望する世帯を対象に訪問を行い、 
  申請の相談、書類取次ぎや福祉部門への紹介等を行っている。 
 ・2017年度は約19,000世帯を対象に約21万回の訪問を91人で実施した。 

○安否確認： 
 ・公社のお客様センターで24時間365日受付可能な体制を整備し、入居者の緊急時の安否確認を実施している。 
 ・また、安否確認時により迅速な情報収集及び入室確認等を行うことを目的として、地元区市町と協定（注1） 

   を締結するなど、連携の強化に取り組んでいる。 

874 
832 

878 
924 938 917 

88 86 

105 

127 
113 117 

2012 2013 2014 2015 2016 2017

受付件数 

救出（注2） 

【安否確認 対応件数（件）】 

 
協定締結済 

 
全体管理戸数 
に占める比率 

管理戸数 

2017年度末時点 34区市町 212,119 83.0% 

2016年度末時点 31区市町 202,366 78.5% 

2015年度末時点 26区市 177,427 68.8% 

2014年度末時点 21区市 139,931 53.8% 

【協定締結状況】 

（注1）協定の主な内容 
    ・緊急時対応における区市町又は公社が保有する情報の提供 
    ・連絡協議会の設置 等 
（注2）公社が警察立会いのもと、入室し救急搬送した件数 

６ 定期訪問・安否確認の状況 

（年度） 

資料：東京都都市整備局都営住宅経営部指導管理課調べ 

Ⅰ 多世代共生の推進 
  



・都営住宅の住戸を目的外使用許可により知的障害者グループホーム（10団地24戸）、介護職への就労支援  
 事業（１団地20戸）に活用 
・新たに都施行型都民住宅の空室を活用して、区市町が地域に必要な保育、介護、生活相談等の住民サービスを 
 提供 

【都民住宅の活用ルール】 

(1)使 用 目 的    区市町が都から借用して、保育、介護及び 

          生活相談等のサービスを地域住民に提供 

(2)事業者選定   区市町が、実際にサービスを提供する 

            事業者を選定 

(3)使  用  料    行政財産の目的外使用料の２分の１まで減額可   

稲城市向陽台六丁目団地（都施行型） 

 区 市 町   東 京 都  

 民間事業者  

使用許可 

契約 

地域住民へのサービス提供 

都民住宅活用のスキーム概念図 

【先行事例】 

(1)団     地     名  多摩ニュータウン向陽台六丁目団地 

(2)事業実施区市町名    稲城市 

(3)事    業    開    始    平成31年１月（予定）  
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８ 都営住宅等の活用 
Ⅰ 多世代共生の推進 

  



・日常の買物が困難な買物弱者への支援策として、区市町の実施する買物弱者支援事業と協力 
・団地内でスーパーの移動販売サービスを提供（生鮮食品、トイレットペーパー等 250品目を販売） 
・都営住宅居住者の日常生活の利便性向上とコミュニティの活性化に寄与 

 区 市 町   東 京 都  

 民間事業者  

覚 書 

選 定 場所の提供 

移動販売の実施 

都営団地における移動販売概念図 【多摩ニュータウン愛宕団地での実施概要】 

   (1) 開 始 時 期       平成29年12月18日 
   (2) 事   業   者    京王電鉄株式会社 
               （京王ほっとネットワーク） 
 (3) 販 売 場 所   多摩ニュータウン愛宕団地 
               （愛宕四丁目１番地） 
 (4) 営 業 日 時   毎週月、水、金曜日 
               10時４0分～11時１0分 

     平成３０年６月２９日からは上記団地内で２か所目の 

   移動販売サービスを開始 

京王
電鉄

相模
原線

小田
急電

鉄多
摩線

多
摩
都
市
モノレー

ル

京王多摩センター駅 

小田急多摩センター駅 

多摩ニュータウン
愛宕団地 

販 売 場 所 

松が谷駅 
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９ 都営住宅における買物弱者支援事業 
Ⅰ 多世代共生の推進 

  



 
 
  

プロジェクトの目的 

○ 大規模都営団地である長房団地の建替えに伴う創出用地を活 

  用し、周辺を含めた地域の身近な生活やコミュニティを支え 

  る、誰もが暮らしやすい「生活の中心地」を形成 
 
 

  ※「2020年に向けた実行プラン（セーフシティ まちの元気創出）」に位置づけ 

事業スキーム スケジュール 

都 事業者 

基本協定締結 

土地貸付 
（30年定期借地） 

貸付料 

平成29年11月    実施方針公表 
平成30年 3月    募集要項公表 
     6月    提案書受付 
     9月頃   事業予定者決定 
平成31年 2月頃   基本協定締結 
 
 

審査委員会 
外部有識者5名 

 
 

○ 快適で潤いのある緑や広場空間 

  丘陵地等の緑と調和した緑化、芝生広場、遊歩道、 

  コミュニティガーデン等の整備・維持管理 

 
 

○ 団地及び周辺住民の生活に必要なサービス 

  食品・日用品等の販売、飲食・生活関連サービス 

  買物困難者の支援、周辺環境に配慮した運営 

商業施設（身近な生活を支えるまちづくり） 

 
 

○ 地域ニーズに対応した医療・福祉サービス 

   地域のかかりつけ医や在宅療養を支援する診療所 

   地域密着型介護サービス 等 

 
 

○ 多世代の交流やコミュニティ活性化への貢献 

  コミュニティカフェ、多目的スペース 等 

  地域のコミュニティ活動への協力 

地域交流（身近な生活を支えるまちづくり） 

都営長房団地 

生活中心地の形成 

商業・医療・福祉  
機能の集約  
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10 八王子市長房地区まちづくりプロジェクト（商業・医療・福祉機能の集約） 

緑とオープンスペース（緑豊かなまちづくり） 医療・福祉施設（安心して暮らせるまちづくり） 

Ⅰ 多世代共生の推進 
  

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjohf75roDVAhWJXLwKHUGLApQQjRwIBw&url=http://www.daito.ac.jp/education/social_Human_environmentology/activity/takashimadaira/project/cafe.html&psig=AFQjCNGTYljjEquX6Msmn2Cgcj0JDDcJxg&ust=1499832709359512


今後の改革の進め方 

【既存施策の拡充など】（①，②等の番号は前頁の課題のものと対応） 

 ①若年ファミリー向けの募集を拡大 

 ②都による共益費徴収の推進 

 

【検討・調整を要するものなど】 

 ①大学と連携した学生入居などの検討（目的外使用）【新規】 

 ②見守り環境や日常生活支援の拠点を整備 

  ・巡回管理人の機能強化、福祉部門と連携強化【新規】 

  ・宅配、共同配送と連携した見守りサービス【新規】 

  ・創出用地等を活用して生活支援施設を誘致・促進 

 ②住戸の福祉機能等への転用を推進し多様な福祉的ニーズに対応（目的外使用） 

Ⅰ 多世代共生の推進（まとめ） 

公社の更なる活用 

15 



第Ⅱ章  持続的な経営 

16 



・世帯向、単身者向住宅の応募倍率は高い水準となっている一方、応募の大半が一部の住戸に集中している。 
・若年ファミリー向住宅の倍率は以前は10倍を超していたが、現在は2倍程度で推移している。 

【応募倍率の推移】 

39.2 

54.4 
61.4 64.7 

56.3 52.4 54.3 56.4 57.8 54.1 52.5 

35.6 35.5 34.9 33.7 32.6 28.1 29.3 28.9 27.0 25.3 21.5 

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

単身者向 世帯向 

12.3 
11.0 

6.4 
5.4 

3.1 3.3 3.1 2.7 2.5 2.3 1.9 

1.8 1.7 1.7 1.5 1.3 1.1 
2.3 1.6 1.0 1.6 1.9 

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

若年ファミリー向 多子世帯向 

（年度） 

（1,540戸） 

（募集：390戸） 
（490戸） 

（990戸） 
（1,290戸） 

（1,495戸） 
（1,440戸） 

（1,515戸） 

（1,530戸） 

（1,580戸） 

（1,580戸） 

（年度） 

応募倍率 募集戸数 応募者数 

100以上 93（2.7%） 16,953（22.4%） 

40以上100未満 458（13.1%） 27,695（36.6%） 

20以上40未満 608（17.3%） 16,470（21.8%） 

5以上20未満 1,128（32.1%） 12,524（16.6%） 

1以上5未満 710（20.2%） 1,752（2.3%） 

1未満 513（14.6%） 205（0.3%） 

合計 3,510（100.0%） 75,599（100.0%） 

【世帯向募集（2017年度）の内訳】 

募集戸数の16%の住戸
に全体の59%の応募が

集中する一方、応募割
れ（倍率1未満）の住戸
も15%存在する。 

 

・郊外 
・最寄駅までバス利用が必要 
・間取りが大きい（5人用など） 
等の住戸で応募が少ない傾向 

17 
資料：東京都都市整備局都営住宅経営部指導管理課調べ 

１ 応募状況 
Ⅱ-① 持続的な経営（空き住戸の活用・縮減） 

 
  



・近年、居住者の退去や死亡が増加しており募集戸数を増やしているが、入居世帯数はほぼ横ばいとなっている。 

18 

8,408  

7,331  

8,506  8,534  8,675  8,915  8,932  
9,499  

6,162  

5,088  

6,004  6,016  5,971  5,868  5,893  5,910  

73.3% 

69.4% 70.6% 70.5% 
68.8% 

65.8% 66.0% 

62.2% 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

募集戸数 入居世帯数 入居率 

【入居率（入居世帯数／募集戸数）の推移】 

6,559  
6,855  7,014  

7,258  

7,827  8,029  8,197  
8,676  

6,162  

5,088  

6,004  6,016  5,971  5,868  5,893  5,910  

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

退去世帯数 入居世帯数 【入退去世帯数の推移】 

（年度） 

（年度） 

退去世帯数：増 
入居世帯数：横ばい 

募集戸数を拡大させているが、
入居世帯数は横ばいの傾向 
 ⇒入居率の低下 

資料：東京都都市整備局都営住宅経営部指導管理課調べ 

２ 入退去者数の推移 
Ⅱ-① 持続的な経営（空き住戸の活用・縮減） 

 
  



・近年の収入率は97%以上となっており、他の道府県と比しても高い水準で推移している。 
・滞納者に対する家賃納付指導を強化した結果、滞納額は96.1億円（1986年度）から15億円（2016年度） 
 へと縮小している。 
・都営住宅の家賃の調定額、収入額は減少傾向にある。 

605 

805 807 812 804 780 
747 742 743 743 744 724 715 691 678 671 675 671 662 

508 

745 750 762 758 737 711 708 711 713 715 698 689 666 656 650 655 652 646 

1986 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

調定額（億円） 収入額（億円） 

３ 家賃収入の状況 

97.6% 

95.1% 

91.8% 

95.3% 

86.8% 

東京都 

大阪府 

愛知県 

兵庫県 

神奈川県 

【収入率の他県との比較】 

（調定額上位5都道府県との比較） 

【家賃の調定額・収入額の推移（億円）】 
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（年度） 

96.1 

57.6 54.3 
46.4 

42.5 
37 

30.4 30.6 29.5 27.7 26.7 25 24 21.7 21.2 19.7 18.9 
15.3 15 

84.0 

92.6 92.9 
93.9 94.3 94.5 

95.2 95.5 95.7 96.0 96.2 96.3 96.4 96.5 96.7 96.8 97.1 97.1 97.6 

1986 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

滞納額 

（億円） 

収入率 

（%） 

【滞納額・収入率の推移】 

（年度） 
資料：東京都都市整備局都営住宅経営部指導管理課調べ（2017年３月末時点） 

Ⅱ-① 持続的な経営（空き住戸の活用・縮減） 

 
  



面積 間取り

（10㎡刻み）

建築年度 （６区分） （11区分）

― 6 11 0.77% 25.21% 74.01% 66.94% 39.96% 41.11% 37.21% 12.98% 5.74% 2.98% 77.80% 9.12% 8.14% 0.43% 4.51% 3.88%

1 23区　A団地
S41～46、54、

57、59
4 3 0.06% 12.06% 87.88% 82.33% 51.40% 58.03% 34.81% 5.19% 1.55% 0.42% 88.18% 6.51% 4.90% 0.42% 4.34% 0.11%

2 23区　B団地
S34～41、43、

44、48、50
6 7 0.21% 14.31% 85.48% 78.83% 51.84% 50.03% 34.87% 10.08% 3.35% 1.66% 83.94% 9.00% 6.64% 0.42% 7.78% 5.25%

3 23区　C団地 S43～45 1 2 0.16% 14.69% 85.15% 78.15% 48.88% 52.94% 38.03% 7.16% 1.50% 0.37% 86.27% 7.37% 5.50% 0.85% 3.52% 0.87%

4 23区　D団地
S43、44、46、

48～50
4 5 0.48% 16.63% 82.89% 76.99% 47.86% 45.35% 41.62% 9.37% 2.92% 0.75% 84.18% 7.54% 7.40% 0.88% 3.59% 0.39%

5 多摩　E団地 S41、42、50 2 2 0.06% 16.76% 83.18% 76.95% 47.83% 50.15% 36.78% 8.73% 3.03% 1.31% 82.35% 8.73% 7.96% 0.95% 4.31% 0.00%

6 23区　F団地 S43～48、51 2 5 0.28% 17.39% 82.33% 74.97% 42.29% 41.43% 44.52% 10.37% 2.72% 0.96% 83.30% 8.37% 7.82% 0.52% 3.78% 0.03%

7 多摩　G団地
S38、52

H11～14、16、
5 6 1.30% 19.22% 79.48% 74.08% 45.64% 48.24% 32.40% 10.66% 4.39% 4.32% 84.16% 9.29% 6.05% 0.50% 7.02% 0.07%

8 23区　H団地 S42、44 1 2 0.07% 20.45% 79.48% 74.06% 46.03% 44.23% 41.68% 10.28% 3.16% 0.65% 83.33% 8.01% 7.51% 1.15% 0.03% 8.84%

9 多摩　I団地
S48、49、52

H6、13、16、
5 3 0.24% 19.61% 80.14% 73.26% 40.92% 38.87% 44.60% 10.50% 4.41% 1.63% 79.78% 10.68% 9.11% 0.42% 3.14% 0.47%

10 多摩　J団地
S46、51

H8～10、12～
5 5 0.65% 20.68% 78.67% 72.47% 41.90% 42.40% 39.05% 11.44% 4.56% 2.55% 83.12% 8.71% 7.95% 0.23% 7.21% 6.98%

11 多摩　K団地 H5、8～14 5 5 0.83% 21.72% 77.45% 71.53% 44.50% 44.33% 36.37% 9.78% 4.98% 4.53% 82.81% 9.67% 7.13% 0.39% 7.65% 0.00%

12 多摩　L団地
S39～41

H9、15～18、21
5 7 0.97% 23.99% 75.03% 71.01% 52.70% 38.90% 41.56% 12.70% 4.84% 2.00% 86.33% 7.27% 5.79% 0.61% 4.16% 3.43%

13 23区　M団地
H2、6、10～

12、14～17
5 4 0.47% 23.16% 76.37% 70.32% 44.83% 51.65% 29.37% 10.34% 5.48% 3.15% 82.94% 7.65% 5.95% 3.46% 8.06% 8.62%

14 23区　N団地
S40～42、47、

58
4 4 0.54% 23.96% 75.50% 69.34% 45.78% 36.21% 43.98% 13.19% 4.15% 2.48% 82.13% 9.44% 7.63% 0.80% 3.89% 5.40%

15 多摩　O団地
S42

H6、10、12～
5 5 0.52% 24.59% 74.89% 68.09% 41.06% 44.17% 37.22% 10.12% 5.32% 3.18% 82.94% 9.01% 7.46% 0.59% 6.67% 2.09%

16 多摩　P団地 S44、51 2 1 0.36% 24.77% 74.88% 67.45% 38.69% 41.18% 43.97% 10.35% 3.21% 1.28% 81.73% 8.64% 8.85% 0.79% 1.34% 0.00%

17 23区　Q団地 S50、52～54 3 3 0.13% 26.14% 73.73% 65.60% 33.49% 29.19% 42.39% 16.51% 7.87% 4.03% 76.40% 11.38% 9.36% 2.86% 4.23% 0.06%

18 多摩　R団地
S45、46、50、

52、53、57、
5 5 0.81% 27.92% 71.27% 64.99% 43.94% 38.26% 36.85% 14.62% 7.31% 2.95% 85.01% 7.98% 6.43% 0.59% 8.02% 0.00%

19 多摩　S団地 H5、8、11、21 5 5 1.19% 32.59% 66.22% 59.86% 37.41% 36.50% 36.50% 13.50% 9.16% 4.34% 78.81% 9.09% 6.43% 5.66% 7.06% 3.31%

20 23区　T団地 S55～61 4 4 0.12% 29.47% 70.41% 58.44% 25.14% 28.58% 38.50% 19.75% 8.75% 4.42% 75.21% 11.43% 12.86% 0.50% 2.53% 0.04%

65歳

以上

住宅タイプの種類 名義人データ構成比
空き住戸率

年齢構成比 （再掲） 世帯人数構成比 収入分位構成比

１人 公募用
事業・

建替用

（参考）都営住宅平均

１分位
２分位～

４分位

５分位

以上
未認定

75歳

以上
２人 ３人 ４人 ５人以上

29歳

未満

30歳～

59歳

60歳

以上
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４ 大規模団地の入居者属性等（管理戸数上位20団地 ※並びは高齢化率*順） 

・すべての団地において高齢化が進んでいる。 
・昭和40年代以前に建設された区部の団地では、特に高齢化が進行し、また、１世帯当たりの人数が少ない
傾向がみられる。 

*団地の並びは、名義人が65歳以上の世帯が占める割合が高い順としている。 

Ⅱ-① 持続的な経営（空き住戸の活用・縮減） 

 
  

資料：東京都都市整備局都営住宅経営部経営企画課調べ（2017年３月末時点） 



0

50000

100000

150000

200000

250000

300000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

～1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

建設戸数 

管理戸数 

スーパーリフォーム戸数 

管理戸数累計 

257,948戸* 

1974年度（昭和49年度）までで約10万戸 

（注）スーパーリフォームとは、 1965年度～1974年度（昭和40年代）以前に建設した住宅の建替えには長期間を要することが予測されることから、既存ストック
を長期にわたり有効に活用するため、浴室、トイレ、台所の設備等の改善や、床の段差解消、手すりの設置などのバリアフリー化工事を実施する事業 

・現在の都営住宅を建設年度別にみると、1969年度（昭和44年度）をピークに、昭和40年代（1965年度～
1974年度）以前に建設された住宅が全体の約４割を占めている。 

・昭和50年代（1975年度～1984年度）には、新規建設から建替えにシフトしていったが、建替事業におけ
る従前住宅戸数に対する建設戸数等の国の条件（建替倍率木造1.7倍、耐火構造1.2倍以上、1996年度から
は「従前戸数以上」に緩和）もあり、管理戸数は増加が続いた。 

・近年では、新規建設は行わず、 昭和40年代（1965年度～1974年度）以前に建設された住宅を対象に建替
え（年間約3,800戸）を行っており、管理戸数はほぼ横ばいとなっている。 

(戸） (戸） 
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６ 建設戸数と管理戸数の推移 

*一般都営住宅、改良住宅・再開発住宅等、都施行都民住宅を含む。 
資料：東京都都市整備局都営住宅経営部住宅整備課調べ（2017年3月末時点） 

Ⅱ-② 持続的な経営（効率的な建替えの推進） 

 
  



・1993（平成５）年度に型別供給が開始されるまでは、3DKや2DKの供給が大半であったが、近年は単身世
帯の増加などライフスタイルの変化もあり、単身者用の1DKタイプの供給が増えている。 

・都営住宅のストック総数に占める割合では、3DKが約６割、2DKが３割と、依然大部分は２人～４人用の間
取りとなっている。 

22 資料：都市整備局都営住宅経営部調べ（2016年12月末時点） 
※戸数は、一般都営住宅、改良住宅・再開発住宅等を含み、閉鎖住宅も含む。 

８ 間取りの分布 

１ＤＫ・２ＤＫ・３ＤＫで約９６％ その他約４％ 

間
取
り 

1945～1954年度 1955～1964年度 1965～1974年度 1975～1984年度 1985～1994年度 1995～2004年度 2005年度～ 

平均専用
面積（㎡） 

管理戸
数(戸） 

平均専用
面積（㎡） 

管理戸
数(戸） 

平均専用
面積（㎡） 

管理戸
数(戸） 

平均専用
面積（㎡） 

管理戸
数(戸） 

平均専用
面積（㎡） 

管理戸
数(戸） 

平均専用
面積（㎡） 

管理戸
数(戸） 

平均専用
面積（㎡） 

管理戸
数(戸） 

１
D
K 

0 0 31.95 199 34.82 17 50.27 4 36.90 1,579 34.82 8,539 33.03 10,544 

２
D
K 

0 0 33.37 2,663 35.32 46,623 50.16 863 54.90 5,297 54.37 15,433 44.12 10,995 

３
D
K 

49.57 110 48.99 5,930 41.46 44,818 56.58 45,818 61.91 40,583 65.22 12,261 58.11 2,760 

Ⅱ-② 持続的な経営（効率的な建替えの推進） 

 
  



①昭和40年代住棟と混在する団地で、一括して計画する
ことで、建替えが効率的に行える場合 

 
②当該昭和50年代住棟の建替え後の戸数増により、昭和

40年代高層住棟の建替えの移転先としての活用や、小
規模団地の集約先になる等の効果が見込める場合 

〇建替えをより効率的に進めるため、昭和55年までの 
 旧耐震基準で建設された住棟について、以下のような 
 場合等に建替えを検討する。 
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〇中層住棟と高層住棟が混在する団地は、中層住棟と高層
住棟を一括した建替計画を検討し、元戸数の確保に努め
る。 

新たな取組（2） 
中層住棟と高層住棟が混在する団地 

新たな取組（1） 
昭和50年代建設住棟が混在している団地など 

〇元戸数が確保できない高層住棟を含む団地は、周辺の団
地の建替えにより生じる余剰地を活用し移転先を確保す
るなどして、建替計画を検討する。 

10-１ 今後、建替計画を検討する団地の例（１／２） 

昭和40年代建設中層住棟 

昭和50年代建設住棟や、 
高層住棟 

効率的・効果的に

建替事業を進める

ため、この住棟を

含めた建替計画も

検討する。 

1 昭和50年代住棟等混在団地 
 計画的な建替えを進めるため、建替規模を継続的に確保することが必要だが、昭和50年代住棟等が効率的な
建替えの支障となっている団地もある。 
 こうした団地において、50年代住棟等を含めることにより効率的な建替えが可能となる場合、一体的な計画
を検討する。 

Ⅱ-② 持続的な経営（効率的な建替えの推進） 

 
  



＜取組方針＞ 
① 100戸未満の小規模団地については、都区制度改革実施大綱等に基づき引き続き移管を進める。 
② 近隣に100戸以上建設可能な建替えの計画がある場合には、団地を集約し、当該団地を撤去することも 
  引き続き検討する。 

新たな取組（3） 
③ ①又は②によることができない場合で、周辺の小規模団地を集約し、建替計画戸数が当該団地と集約 
  団地の従前居住世帯数程度となる場合は、建替計画戸数が100戸未満であっても建替えを検討する。 
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2 小規模団地 

10-２ 今後、建替計画を検討する団地の例（２／２） 

【これまでの方針】 【これから検討する事例】 

Ｂ団地（30戸） 

①移管対象 

Ａ団地（50戸） 

①移管対象 

①移管対象 

各団地とも100戸未満 

Ｂ団地 
（30戸→撤去） 

※創出用地として活用 

Ａ団地 

（50戸→80戸） 

③ ①又は②によることが
できない場合、100戸
未満の集約も検討 

Ｃ団地 

（80戸→120戸） 

②集約 

Ｄ団地 

（40戸→撤去） 

 100戸未満の小規模団地については、都区制度改革実施大綱等に基づき移管を原則とするが、対象団地 
すべての移管には時間がかかり、その間、建物の老朽化が進み、居住者の安全に支障をきたす恐れがある。 

Ⅱ-② 持続的な経営（効率的な建替えの推進） 

 
  



建 替 後 ・建替対象としている昭和４０年代以前の 
 住棟は、4・5階建ての中層が多い 
  

※まちづくりに向け、民間活用事業 
 などを展開 

園庭 

建 替 前 

大
規
模
団
地
の
建
替
え 

（
昭
和
50

年
代
住
棟
等
混
在
団
地
を
含
む
） 

小
規
模
団
地
の
集
約
化 

・建替えに当たり建物を高層化し、敷地を有効利用 
・耐震、バリアフリー、省エネ化された住宅 

（例） 
・木密の移転先や道路事業の移転先 
・再開発事業の促進のための種地 

都営住宅 
の建替え 

創出用地 
の活用 

・商業、医療、福祉など地域の 
 身近な生活を支える機能の導入 
・子育て世帯向け住宅、子育て 
 支援施設の整備 

都市づくりと一体となった団地再生 

まちづくりのために有効活用 

移転 

移転 

撤去 

撤去 
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・緑のネットワーク 
 形成 
・防災性の向上 

11 これからの都営住宅の建替えの考え方（創出用地） 

（創出用地） 

（創出用地） 

Ⅱ-② 持続的な経営（効率的な建替えの推進） 
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Ⅱ 持続的な経営（まとめ） 

今後の改革の進め方（①，②等の番号は前頁の課題のものと対応） 

【既存施策の拡充など】 

 ①募集戸数の増加や毎月募集の活用等による空き住戸の縮減 

 ②工事監理や併存店舗権利者折衝の公社等への委託拡大を検討 

 ③併設駐車場のコインパーキング化を拡大 

 

【検討・調整を要するものなど】 

 ①単身者が入居可能な住宅面積基準の弾力運用【新規】 

 ②対象の一部拡大による効率的な建替えの推進【新規】 

  （昭和50年代建設住棟、高層住棟、小規模団地） 



第Ⅲ章  災害対応力の強化 
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①東日本大震災 （2011年3月11日発生）での対応 

②熊本地震 （2016年4月14日発生）での対応 

・戸別面談等（住宅に関する意向の確認） 
・応急仮設住宅供与終了に向けて、避難者一人ひとりの意向を踏まえた住宅支援策を実施（都営住宅専用枠募集等）                

・都営住宅は、大規模な自然災害における被災者の受入先として機能している。東日本大震災（2011年）や
熊本地震（2016年）の際には多くの被災者を受け入れ、その一部は今も都営住宅への居住を余儀なくされ
ている。 

・多くの避難者を受け入れた東日本大震災等では、阪神淡路大震災（1995年）や三宅島噴火及び新島・神津
島近海地震（2000年）などで蓄積した経験を活かして、都営住宅への避難者の円滑な受入れ、居住サポー
ト、転居支援等を行っている。  
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 入居人数 47人（受付期間 2016.4.26～2016.7.29） 

 避難者対応 

１ 災害時の被災者対応 

 入居人数 約2,500人（2012年３月末時点）（受付期間 2011.4.1～2012.3.31） 

 避難者対応 

・避難者との相談体制（相談窓口、戸別訪問等） 

・日常の施設管理 

・被災県と連携した円滑な転居支援 

・応急仮設住宅供与終了に向けて、避難者一人ひとりの意向を踏まえた住宅支援策を実施（都営住宅専用枠募集等）                  

資料：都市整備局都営住宅経営部指導管理課調べ 

Ⅲ 災害対応力の強化 
  



地 
震 
発 
生 

二
次
災
害
を
防
ぐ
た
め
に
避
難 

２ 災害時の住宅復興のプロセス 

・大規模災害の発生時には、応急危険度判定の実施による建物の危険性の判定を行うほか、公営住宅の空き住 

 戸や敷地を活用して応急仮設住宅を確保することとしている。 

応
急
危
険
度
判
定
の
実
施
（
都
・
区
市
町
村
） 

避難生活期 
おおむね２週間以降 

復興始動期 

 
 
 

応急的な住宅の整備 

住 宅 の 応 急 修 理 住 宅 の 本 格 修 理 

資料：都市整備局都営住宅経営部経営企画課作成 
※「東京都震災復興マニュアル 復興プロセス編」（編集発行／総務局総合防災部防災管理課）から一部抜粋 

おおむね６か月以降 

本格復興期 

避難生活の段階から 

住宅再建を支援 

●住宅の取得等に対す

る支援 

●マンション等の再建

に対する支援 

●民間住宅の供給促進 

●住まい・まちづくり

活動への支援 

自力での住まいの確

保への支援 
公的住宅等の供給 

●公営住宅等の建替等 

●災害復興公営住宅の

建設 等 

●公社・機構住宅の供

給促進 

●各種情報の提供（住

宅再建支援策の提示） 

●避難所運営組織の活

用 

●相談体制の整備 

●行政や専門家等によ

る住民組織の設立・活

動の支援 

●応急仮設住宅の建設 

等 

●応急仮設住宅等の供給

方策の拡充 

●復興まちづくりに向

け、できる限りコミュニ

ティ維持・形成に配慮し

た選定基準・入居条件の

設定 
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Ⅲ 災害対応力の強化 
  



【方針】「東京都無電柱化計画」（2018年3月） 
 都営住宅の建替えの機会を捉え、団地内及び区市町村へ移管する道路（移管道路）の無電柱化を推進することにより、災害時にお
ける「避難場所」の安全性が確保され、避難経路、緊急車両等の通行機能の確保により、地域の安全性の向上を図っていく。 

【対象】①又は② 
①建替え団地のうち、以下のいずれかに該当する団地の敷地内 
 ・「避難場所」に指定   ・都道、国道に隣接     ・区市町村からの要望 
 ・区市町村の定める「無電柱化推進計画」対象路線が敷地内に存在 
②建替事業に伴う移管道路 
 ※①②とも、事業効果に基づき整備の可否を判断。加えて、②については、区市町村の受入れ意向等も併
せて判断 

都営住宅の無電柱化のイメージ 
（建替団地を対象） 

凡 例 
          移    管    道    路 

無電柱化(道路部) 
都営住宅の敷地  

建替え前 建替え後 

 【実施時期】 
 2018年度から、基本（予備）設計に着手 
 （整備は2020年度から） 

⇔都道（避難経路） 
⇔都道（避難経路） 

・移管道路を無電柱化 

・避難経路までのアクセスも無電柱化 

・団地内を無電柱化 ・団地内通路 

・区道 

５ 都営住宅における無電柱化の推進 
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Ⅲ 災害対応力の強化 
  



今後の改革の進め方（①，②等の番号は前頁の課題のものと対応） 

【既存施策の拡充など】 

①工事店との連携強化による、災害時の迅速な安全確認と補修対応 

②応急仮設住宅の供給・建設のための空き住戸や未利用地の活用 

③実践的な防災訓練の強化 

 

【検討・調整を要するものなど】 

②団地外周道路等の無電柱化の促進【新規】 
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Ⅲ 災害対応力の強化（まとめ） 

公社の更なる活用 

公社の更なる活用 



第Ⅳ章  都営住宅の運営 
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東京都住宅供給公社（JKK） 

東京都 
▶ 募集制度の見直し 

▶ ストック活用計画の修正 

525億（現在の受託額) 

【今後の取組】 
団地外観点検 
居住者用駐車場業務等 
  約1.5億円 

民間企業 

募

集

・

建

替 

福
祉
・
災
害
対
応 

耐震店舗折衝 
共益費徴収 
約1.3億円 

委託 

454億（公社からの受託：外注率86.4％） 

○多世代共生の推進 
・大学と連携した学生入居、多世代間交流 
 

・若年夫婦・子育て世帯向け募集の更なる拡大等 
 

 
   

○ストック有効活用 
・S50年代前半団地も必要に応じ建替 
 

・100戸未満団地を集約し活用 

○高齢化への対応 
・配送、宅配ボックス、見守りサービス実施 
  
・巡回管理人による見守り機能強化 
 
・自治会支援機能強化 
 
・滞納額の更なる縮減 
 
 

○災害対応力の強化 
・都とJKKの合同防災訓練 
 
・JKKの工事店を活用した迅速な情報伝達、補修 
 
・都住・JKK敷地を活用した応急仮設住宅の提供 

▶ 企業やNPOの組織化・企画・発注 

▶ 巡回管理業務を居住者対応に特化 

▶ 工事店活用（災害時情報伝達、都住優先の補修協定） 

▶ 地元福祉部門との連携 

システム統廃合 
 

→年71百万円縮減
→年9,000時間の作業効率 

人材獲得・ﾉｳﾊｳ蓄積 
 

無期雇用化 
 約300人＠450万 
→正職員に準じた育成･活用 

【経 営 改 善】 

コインパーキング 

外注 
促進 

２ 新たな課題への対応と役割分担の見直し（公社の一層の活用） 

人材
交流 

・入居者管理や福祉的対応に関する高い実績など、ノウハウ、マンパワーを有する公社の活用を積極的に進める。 
・東京都と東京都住宅供給公社の役割分担を見直し、外注可能な業務は民間企業へ外注を図るなど、余力を生み出
すことで新たな課題へも対応していく。 
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Ⅳ 都営住宅の運営 
  


